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《研究ノート》
中国農業経済の発展と食糧問題
滕　　　　　鑑
１　はじめに
　中国では，古くから「民以食為天」という言葉がある。民は食を以て天と為すという意味で，国を治
めるうえで食というものの重要性を端的に語ったものと言えよう。食糧に関わる農業政策の巧拙は国民
の食卓を左右する死活問題となりうる。また，食糧の安定生産と供給を図るために，農業政策はもとよ
り，国家政策を総動員せざるを得ないことがある。しかし，中国の産業３部門の中で第一次産業（農業）
の業績は芳しくないように見える。経済全体に占める第一次産業の比重は長期にわたって低下し続け，
特に1978年の改革開放以後その低下傾向は顕著である。改革開放以後，非農業部門の急速な発展による
あおりを受けて農業の地位は相対的に低下したが，中国経済における農業自体の重要性に変わりはない。
中国では経済全体に占める農業の比重が依然として国際的に高いことや農業と他の産業部門との関連に
深さと広さがあるゆえに，農業に問題が起きると直ちに他の産業部門に波及してゆき，直接・間接のルー
トを通じて経済全体を直撃する。
　農業，食糧市場における需要と供給の影響要因を考える際には，短期的要因と中長期的要因とに区分
することが重要である。農業需給に影響を与える短期的要因には，天候不順や家畜伝染病などがある。
このような短期的な外生ショックは，通常農業市場に一過性の影響しか与えない。ところが中国の場合は，
食糧消費の超大国だけにたとえ短期的要因でも需給逼迫，社会不安などの深刻な事態を招きかねない。
　農業需給に関する中長期的要因としては，人口の増加，食料消費の構造変化，技術進歩による単位農
地面積当たりの収穫量の増加などが挙げられる。中国では1980年代から強力な人口抑制策が実行された
ため人口増加率が抑えられてきた。しかし，人口自体は1990年代まで年間1400万人以上，2000年代以後
も年間700万人以上（南米のパラグアイ，日本の埼玉県の人口に匹敵）の勢いで増加し続けている。同時に，
所得上昇に伴い，食料消費において穀物中心から肉類，卵，乳製品へという構造変化が起きており，飼
料類食糧の需要圧力も強まっている。
　他の多くの分野がそうであるように，中国の食糧問題は世界の食糧問題でもある。近年においてアメ
リカのレスター・R・ブラウン（Lester R. Brown）が再び「中国食糧脅威論」を提起し21世紀における
中国の農業・食糧需給を巡る議論を再燃させていることは，中国の農業，食糧問題に対する国際的関心
の高さを反映している。中国政府は，2003年頃から「三農問題」への対応，2013年に食糧安全保障政策
の戦略転換など，農業，食糧問題に本腰を入れている。ブラウンの警告が現実になるのか，杞憂に終わ
るのかは，中国の農業政策の実現可能性と効果が鍵となる。
　本稿の目的は，1978年の改革開放以後における中国の農業経済，食糧生産の発展とその要因，および
食糧市場における課題などを考察することにある。以下では，まず，農業経済と食糧生産の動向を概観
する（２節）。次に，農業の生産構造と食料の消費構造の変化とその特徴を分析する（３節）。そして，
中国の土地生産性を技術進歩と関係づけながら，技術選択，インフラ整備，およびそれらの成果として
の単収を取り上げる（４節）。こうした農業，食糧の供給側についての分析結果を踏まえて，食糧の需
要とのバランス関係を検討する（５節）。ここでは，「誰が中国を養えるのか」という懸念が再燃してい
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る背景にある食糧の輸入拡大と自給率低下の実態を明らかにする。最後に，中国の食糧安全保障政策に
ついて述べる（６節）。
２　農業経済・食糧生産
　改革開放路線が始動した1978年から1980年代半ば頃まで，農村地域において農家生産請負制の確立や
人民公社の解体など農村改革が急速に展開されたことを背景に，農業経済は目覚ましい成長を遂げた。
1981年から1984年までの間に第一次産業の平均年間成長率は第二次産業（8.1％）を上回る約10％を記
録した（図表１）。しかし，1985年には経済改革の重点が都市部・産業経済にシフトされていくと，第
一次産業の成長率は一気に鈍化し，それから長期にわたって４％前後の水準で低空飛行を続けている。
　中国の耕地面積は１億600万haで世界の約７％を占めるのに対して，人口は13億7600万人で世界の約
20％を占めている（いずれも2015年現在）１。世界一の巨大な人口を養う食糧の安定生産と供給は，常に
国家政策の最重要課題である。
図表１：産業３部門別の実質GDP成長率の推移
（資料）中国国家統計局『2016中国統計年鑑』より作成。
　中国の農業統計における食糧（糧食：liang shi）とは，通常国際的にいう穀物（米，小麦，トウモロコシ，
他の雑穀）に，豆類とイモ類を加えた分類概念である（ただし，イモ類については５kgを食糧１kgに換
算する）。他方，通関統計（国際貿易統計）では，小麦，米，トウモロコシ及び雑穀を「穀物と穀物粉類」，
大豆を「食用油料」に分類する方法を採用している。これらのことに留意しながら，食糧生産の動向を
見よう。
　改革開放以来の食糧生産は，1978年〜 1990年代末の拡大期，2000年〜 2003年の減産期，2004年以降
の拡大期，という３つの大きな変動期を経験している（図表２）。まず，1978年〜 1990年代における食
糧生産は，一進一退しつつも趨勢として拡大傾向を続けた。1978年に約３億t（トン）であった生産量は，
1984年には４億731万tと中国農業史上初めて４億t台に上がった。しかし，1980年代後半になると食糧
生産は伸び悩み，1985年と1988年の対前年伸び率はそれぞれ6.9％減，2.2％減となり，1985年から1989
１　FAO, FAOSTAT: Inputs, UN, World Population Prospects: The 2015 Revision.
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年までの平均伸び率はわずか0.1％であった。政府は農家の生産意欲を高めるため食糧価格の引き上げ
や食糧生産の補助などを実施した。それによりゼロ成長に近い状態にあった食糧生産は，1990年代に入
ると拡大基調に転じ，1996年から1999年まで平均年間生産量は５億tを超えた。
　しかし，1990年代後半に入っても続いていた生産拡大は，やがて生産過剰の様相を呈し，それを反映
して在庫は増加，食糧の小売価格は1997年から2003年にかけて平均４％以上下落した（図表３）。市場
価格の低迷で農家の生産意欲は低下した。農家行動を表す農産物の作付け状況を見ると，食糧の作付面
積はピーク時の1998年の１億1400万ha（ヘクタール）から2003年の9940万haへと減った。同期間におい
て食糧生産は５億1230万tから2003年の４億3070万tへと16％減少し，1990年代初め頃の水準まで下がっ
た。
　事態を重く見た政府は，補助交付金を中心とした食糧政策を実施し，食糧の生産回復を図った。2004
年から食糧生産は次第に増加に転じ，再び拡大過程をたどっていった。そして，2015年には６億2144万
tに達し，12年連続の増加となっている。
図表２：食糧の生産量と作付面積の推移
（資料）中国国家統計局『中国統計年鑑』（各年版）より作成。
図表３：農業部門の主要な物価指数の推移
（資料） 中国国家統計局『中国統計年鑑』（各年版），『中国農業統計年鑑2001』（1985 〜 1993
年農業生産資材価格指数）より作成。
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３　農業の生産構造と食料の消費構造
３―１　生産構造の変化：非耕種，非食糧，非食用食糧生産の拡大
　農業経済が低成長を継続しているものの，農業部門内部では大きな構造変化が起きている。農業部門
（付加価値）に占める耕種業の割合は圧倒的に大きいが，1978年の80％台から2000年以後の50％前後へ
と長期にわたって低下している（図表４）。これに対して，同期間に畜産は15％から30％へ，漁業は１％
から10％へと急速に拡大している。
　また，耕種業（生産量）に占める食糧の割合は大きいが，1978年に88.2％であったものが，2007年以
図表４：農業部門（付加価値）における構造変化
（資料）中国国家統計局『2016中国統計年鑑』より作成。
（注）2003年から農業サービスが計上されるようになった。
図表５：耕種業（生産量）の構造変化
（資料）中国国家統計局『2016中国統計年鑑』より作成。
（注）2003年以降果物生産量にはウリ科果実（スイカ，メロンなど）が含まれる。
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降60％を割り込んでいる（図表５）。他方，果物は1978年の1.9％から2001年には10％台に上昇し，統計
方法の変更を背景にさらに2003年は20.5％へと跳ね上がり，2010年以降24％を超えている２。野菜につい
ては，生産量のデータがないが，農産物の作付面積を見ると，野菜の割合は1978年〜 1980年の2.3％か
ら2012年以後の12％台へと大きく上昇している。このことからそれによる生産量の拡大が窺わせられる。
　さらに，食糧部門内部を見ると，生産量に占める米の割合が1978年の約44.9％から2015年の33.5％へ
と11ポイント以上低下したのに対して，トウモロコシが18.4％から36.2％へと18ポイント以上拡大した
ことが最大の特徴である（図表６）。トウモロコシは配合飼料の約半分を占めるほど優れた飼料原料と
して知られており，また，化学原料，バイオエタノール原料としての旺盛な需要もトウモロコシの拡大
要因となっている。
３―２　食料品消費構造の変化：非食糧食品消費の増加
　農業生産の構造変化は，国民の食料消費構造の変化に起因している。それは所得水準の上昇に伴って
国民の食生活パターンが変化しているからである。従来北方では蒸しパン（饅頭：mantou），肉まんじゅ
う，麺など麦類，南方ではご飯，粥など米類の食糧を主食としている。しかし，そうした主食中心から，
肉類，魚介，卵・乳製品などを中心とした主菜中心へと食事内容が変化している。また，自炊，内食か
ら外食，中食へとシフトしており，食事形態にも変化が見られる。
　こうした食生活パターンの変化を反映し，食料消費では，食糧の購入・消費は大きく減少しているの
に対して，食肉，家禽類などの消費は大きく増加している。例えば，2014年の一人当たりの食肉消費量
は25.6kgであり，1985年（都市住民18.7kg，農村住民11kg）に比べて大きく増加している。ほかに，家
禽類は８kg，卵類は8.6kgで，いずれも1985年の消費水準（家禽類で都市3.2kg，農村１kg，卵類で都市6.9kg，
農村2.1kg）から大きな増加になっている。
　中国の場合，とくに農村部における食料消費が構造全体に大きな影響を与えている。1990年代まで農村
人口は全国人口の70％以上を占めたため，農村の食料消費構造は当時の中国全体の消費構造を規定してい
た。農村部では都市部との経済格差を背景に，一人当たりの食糧消費量が都市部（購入ベース）の約２倍
２　2003年から果物生産量には，ウリ科果実（スイカ，メロンなど）が含まれるようになった。
図表６：食糧（生産量）の構造変化
（資料）中国国家統計局『2016中国統計年鑑』より作成。
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になり，典型的な食糧中心の食生活パターンであった（図表７）。逆に，非耕種業産品の消費水準は都市に
比べて低く，例えば，1990年代における農村部の一人当たり食肉（豚・牛・羊）消費量は都市の６割にと
どまり，家禽類は約４割，新鮮卵は約３割に過ぎなかった。しかし，経済発展とともに農村部における人
口の割合は，2011年には50％を割り込み，2015年にはさらに約43.9％へと低下し，一人当たりの食糧消費量
の減少と食肉，家禽類などの消費量の増加という変化が起きた。このように，農村人口の減少，農村部の
食料消費構造の変化は，中国全体の食料消費構造，ひいては農業の生産構造に大きな影響を及ぼしている。
３―３　国際比較：動物性の蛋白質・脂肪の摂取水準の向上
　中国の食生活パターンを世界各国と比べた場合，その共通点と相違点は何かをみてみよう。図表８は，
世界の地域別，植物性・動物性別の一人一日当たりの蛋白質・脂肪の摂取量とその変動を示すものであ
る。植物性の蛋白質と脂肪は，大豆，穀物などの植物から摂れ，動物性の蛋白質と脂肪は，肉，魚，卵，
チーズ，牛乳など動物から摂れるものである。同図表のデータから次のことが読み取れる。まず，蛋白質・
脂肪の摂取構造は所得水準に依存する。所得水準が高い地域では蛋白質と脂肪の摂取水準も高い。アフ
リカ，アジアに比べて，アメリカ大陸，ヨーロッパ，オセアニアのほうが高くなっており，アメリカ大
陸の中でも南米に比べて北米のほうが高い。アフリカ，アジア，南米でも20年前に比べると蛋白質・脂
肪の摂取水準は上昇している。一方，所得水準が高い先進諸国では健康志向，外食依存を反映し，動物
性脂肪から植物性脂肪への消費代替が見られる。
　次に，蛋白質・脂肪の摂取構造は所得水準だけでなく，食慣習，文化，地理などにも依存しているこ
図表７：都市部と農村部の異なる食料消費パターン
（一人当たり主要食料品の購入・消費量）
（資料）中国国家統計局『中国統計年鑑』（各年版）より作成｡
（注）2013年から家計調査の方法に変更がある（従来の都市・農村個別調査から全国統一
調査へ，また都市部は購入量から消費量へなど）。
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とが言える。アジア全体の平均的な動物性脂肪の摂取水準は東アジアより低い。それは東アジア以外の
西アジア，東南アジアにはイスラム圏が含まれているからである。また，アフリカの蛋白質と脂肪の摂
取水準は世界の諸地域の中で最低であるが，植物性の蛋白質と脂肪の摂取水準は最も高くなっている。
根菜農耕文化圏（西アフリカ，中央アフリカ地域），サバンナ農耕文化圏（半乾燥地域）が形成され，
ヤムイモなどのイモ類，種実作物（主に雑穀）の消費量が多いことが背景にある。ほかに，1990年から
2011年までの20年余りの間に世界の一人一日当たりの平均脂肪摂取量の増加率は，動物性蛋白質を上回
り，しかも所得水準が高い地域ではその増加率が高い。
　上述の世界における蛋白質・脂肪の摂取構造の変化傾向は，中国でも見られる。中国では所得水準の
向上とともに蛋白質と脂肪の摂取水準が上昇している。1990年から2011年までの間に一人当たりGDPは
347ドルから5523ドルへと増加し，一人一日当たりの蛋白質摂取量と脂肪摂取量はそれぞれ65gから96g
へ，54gから94gへと増加した。
　蛋白質と脂肪の摂取水準が上昇した主因は，動物性の蛋白質と脂肪の摂取水準の向上にある。中国の
動物性脂肪摂取水準はアジアの平均より高い。1990年において既に高所得地域の東アジア並みであった
が，2011年にはさらに東アジアを上回るようになった。また，1990年から2011年までの動物性脂肪摂取
量は植物性脂肪摂取量（1.4倍）を上回る2.2倍に増加した。素食中心のアジア諸国の中でも低所得の中
国はそもそも豚肉を中心に肉類の消費水準が高いことや，食糧中心から肉類，卵へ，生鮮食料品中心か
ら冷凍食品・レトルト食品等の加工食品，自炊，内食から外食，中食化へと変化しているためである。
　今後中国では，所得水準の向上と消費生活の改善につれて，食糧主食中心から非食糧食品へとさらに
図表８：一人当たり蛋白質，脂肪の平均摂取量の国際比較
 （単位：g/ １日）
2011年 1990年
合計 植物性 動物性 合計 植物性 動物性
蛋白質
世界  80 49 32  71 45 25
アフリカ  69 52 16  59 46 13
アメリカ大陸  93 40 52  82 38 45
　北米 108 39 69 107 39 68
　南米  86 40 46  65 34 31
アジア  96 50 46  61 47 14
　東アジア  99 56 43  69 51 18
　中国  96 58 38  65 51 14
ヨーロッパ 102 51 51 106 41 66
　西欧 106 44 58 104 37 66
オセアニア 103 35 68 104 39 67
脂　肪
世界  83 46 37  68 37 31
アフリカ  56 42 15  48 35 13
アメリカ大陸 120 66 54  97 53 45
　北米 160 92 68 138 73 65
　南米 101 52 49  73 40 33
アジア  72 39 33  49 30 19
　東アジア  93 40 53  57 30 27
　中国  94 38 56  54 28 26
ヨーロッパ 130 62 68 125 48 77
　西欧 152 65 86 149 54 95
オセアニア 144 68 76 126 47 79
（資料） 小澤（2014）に基づいて数字の一部の誤りを修正した上作成（元出所：FAO STAT, 
Food Balance Sheets）。
（注）小数点１位以下を四捨五入しているため，合計の数字が不整合のものもある。
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転換していくことが見込まれる。非食糧食品の中で畜産と魚介類の総消費量，および一人当たりの消費
量も大幅上昇する可能性が高い。肉類を好む食文化や，卵・乳製品，魚類の一人当たりの消費量がまだ
低い水準にあるためである。
　日本では牛肉１kgでは11kgの飼料用穀物（換算トウモロコシ量），豚肉１kgでは７kg，鶏肉１kgでは
４kg，鶏卵１kgでは３kgの飼料用穀物が必要とされている（農林水産省，2004）。各国の飼育法や使用
穀物量の計算法は異なるが，肉などの畜産物を１kg生産するためにはその何倍もの穀物が必要だという
ことは確かである。それゆえに，中国では飼料加工用食糧の需要は一層高まり，主食用食糧需要が減少
しても，飼料加工用食糧を中心として食糧全体の需要は増加するのである。
　
４　農業技術進歩
４―１　土地生産性と技術進歩
　農業・食糧の生産量を決める第一義的要因が気候，土地などの自然条件であることは言うまでもない。
しかし，技術進歩により，自然条件の制約を緩和することができる。例えば，灌漑技術の向上やインフ
ラの整備により，干ばつや水害による被害を最小限に抑えることが可能である。また，天候や土地など
の自然条件の下で技術進歩によって農業生産性を上げることができる。工業化，都市化に伴う耕地減少
は経済発展過程における不可避の現象ではあるが，環境問題への危機意識が高まる中，森林伐採や焼き
畑などで新規開墾による農地拡大は望めない。そのため，土地生産性の向上を図るための技術進歩は必
要不可欠となる。
　中国の農業技術進歩について，土地生産性と関連して次のようなモデルを想定できよう。1949年の建
国以後，人口と耕地は，1950年代末から1961年まで（大躍進期，３年間の自然災害，第４章を参照）の
非常時期を除いてともに拡大し続けた。ところが，1980年には耕地は最高の１億3400万haに達したあと
減少し続け，一方，人口は一人っ子政策で自然増加率が抑えられたものの，人口自体は増加し続けてき
た。制約的な耕地の中で人口の増加に伴う食糧需要の増加に対応するために，土地生産性を向上させる
以外他に方法がない。すなわち，式で表すと，
 Y/L = A/L×Y/A （１）
　（ただし，Y：生産，L：労働， A：土地）
である。
　農業の労働生産性（Y/L）を追求するには，土地労働比率（A/L）が制限的である以上，土地生産性（単
収：Y/A）を高めなければならない。いま，生産関数は，
 y=αf（L，B，M，A，…） （２）
　（ただし，B：肥料や農薬等，M：農業機械・機具等，かつ一次同次）
となり，さらに（２）式を変形して，
 Y/A=αf（L/A，B/A，M/A，…） （３）
とする。つまり，生産性（Y/A）を向上させるためには，土地当たりの労働（L/A），肥料や農薬等（B/A），
農業機械・器具等（M/A）の投入を増加させるしかないということになる。計画経済時代には，農業戸
籍制度と人民公社制（集団農業）の下で農業労働がそれなりに確保されたことを背景に，労働集約的な
農業が特徴であった。しかし，1978年の改革開放，市場移行以後，戸籍制度による人口移動制限の緩和
や農業からの労働流出などで労働以外の要素投入に頼らざるを得なくなった。さらに，土地を一定にし
て要素投下を続ければやがて収穫逓減が起きる。土地生産性（Y/A）の向上を追求するために，労働（L），
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肥料や農薬等（B），農業機械・器具等（M）の効率的利用が図られた。それは技術進歩，すなわち，（２）
式もしくは（３）式におけるαの上昇を意味する。
４―２　技術選択：BC技術からM技術へ
　通常，農業技術は，生物的・化学的技術（bio-chemical technology： BC技術）と機械的技術（mechanical 
technology： M技術）の２類型に分類される。BC技術とは，種苗，肥料，農薬等の開発と改良，栽培・
飼育技術の開発と改善などのことであり，M技術とは，農業機械，農業施設の開発，改良などのことで
ある。では，中国ではどのような農業技術が選択されているのかをみる。
　肥料施肥量と農業機械保有量を見ると，1979年から1996年までの18年間で施肥量は年間平均8.6％増
加し，農機保有量の6.9％を上回った（図表９）。しかし，1997年から2014年までの18年間では施肥量は
年間平均2.5％しか増加していないのに対して，農機保有量は5.9％増加している。ほかに，農業統計に
よると農薬使用量は1990年代には平均年間７％増加したが，2000年から2014年までは２％しか増加して
いない３。
　施肥量伸び率の低下と農機保有量伸び率の上昇は，BC技術からM技術への選好などによるものと考
えられる。例えば，2004年に導入された農業機械購入補助制度は，農業資材価格の高騰から農家の所得
を補償するという「三農問題」（３つの「農」に関わる問題：農業経済の低迷，農家の貧困，農村地域
の荒廃）への対応である一方，農業の機械化，効率化を促進しようとする政策意図もあった。2003から
2011年までの間に，中国の耕作・栽培・収穫の総合機械化水準は32.5％から54.5％へと向上した（徐，
2013）。三大穀物のうち，小麦の耕作・栽培・収穫は機械化が全面的に実現され，トウモロコシ収穫の
機械化水準は33％となり，水稲栽培の機械化水準は25％，収穫は同67.5％に達したという。また，施肥
構造の高度化も施肥量伸び率の低下要因となっている。窒素肥料は1980年に70％を超えたが，2015年に
は40％を割り込んでいる。これに対して，同期間において複合肥料（化成肥料）は，わずか２％であっ
たが35％超へと拡大している。複合肥料は，窒素肥料に比べてより技術（研究開発）集約的で収穫量を
アップさせる効果が高いとされている。
３　作物および環境への残留農薬問題が社会的な関心を集めたことは，農薬使用が伸び悩んだ要因の一つである。
図表９：農機保有量と施肥量の推移
（資料） 中国農業部『新中国農業60年統計資料』，中国国家統計局『2016中国統計年鑑』より
作成。
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４―3　農業インフラ：自然災害への対応遅れ
　土地生産性を考える際に，農業インフラの整備が重要である。中国は農業生産大国であり，自然災害
大国でもある。2014年の自然災害（干ばつ，水害など）による農地被害面積は，2489万haで，同期間の
平均有効灌漑面積6454万haの４割に達する規模である。農業インフラは土地生産性の説明要因として，
すなわち（２）式ないし（３）式におけるαに含まれる。
　自然災害の発生頻度や被害規模からすると，中国では一般に水害より干ばつによる被害のほうが深刻
である。例を挙げれば，2014年には干ばつによる農地の被災は全体の約５割を占めている。近年におい
ても農地灌漑能力の強化には大きな改善がみられず，2000年代前半にいて耕地の灌漑面積はほとんど変
わらなかった（2001 〜 2004年平均年間0.3％増加）。その後灌漑能力の向上が見られるが，2005年から
2014年まで耕地の灌漑面積は年間平均1.7％しか増加していない。既存の水利施設が老朽化したためそ
の災害抵抗力が弱い。自然災害は短期的要因とされるが，災害への対応を目的とする農業インフラの整
備は中長期的課題である。インフラ整備は資金調達から資本体化まで時間を要し，インフラが一旦形成
されれば長期にわたる便宜を提供するからである。ダム，排水，灌漑などの社会資本，農業インフラは，
災害後の復興より災害前予防のほうの機能が強いため，事前の早期整備こそ重要であり，そうすること
ではじめて食糧の中長期的な安定供給に寄与することが可能となる。
４―4　単収：大きく上昇するも国際的に低い
　農業の技術進歩とインフラ整備などの成果を反映する指標の一つは単位耕地面積当たり収穫量（単収）
である。中国では食糧の単収は1978年の2527kg/haから2015年の5483kg/haと２倍以上に向上している（図
表10）。上述の化成学肥料投入，機械化，インフラ整備による効果が大きい。なかでも小麦は1845kg/haか
ら5393kg/haへと全体平均を上回る約３倍にも増加している。小麦の全生産過程における機械化が大きな威
力を発揮したといえるだろう。また，トウモロコシも2803kg/haから5893kg/haへと２倍以上に向上している。
　米，小麦，トウモロコシという「三大穀物」の単収について，中国と世界の主要国を比較してみると，
中国の米は，世界の平均水準を上回っており，日本，韓国とほぼ同じ水準にある（図表11）。これが中
国において小麦よりも単収の高い米のほうがよく栽培される理由の１つである。一方，単収が大きく向
上している中国の小麦は，世界平均を上回るようになったものの，まだニュージーランド，オランダの
図表10：食糧の単位作付面積当たり収穫量の推移
（資料）中国国家統計局『2016中国統計年鑑』より作成。
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約５割に過ぎない。トウモロコシについても，オランダ，スペイン，ニュージーランド，アメリカの約
５割にとどまっている。今後，中国では耕地の減少を最小限に抑制すると同時に，いかに穀物の単収水
準を向上させるかが，21世紀における食糧生産を考える上でのキーポイントとなる。
５　食糧の需給と貿易構造
５―１　需給バランス：需要超過と自給率の低下
食糧の輸出入
　1980年代以来の食糧生産は，耕地減と人口増の中，一時の減産期（2000 〜 2003年）を挟んで拡大し
続けているが，同時に食糧の輸入も増加している。例えば，1995年には，前年から増産したものの，
1867万tの純輸入が発生した。また，2013年と2014年のような豊作であった年にも２年連続して7000万t
以上の純輸入が発生している。
　食糧全体の需給における長期的な傾向をみると，需要超過であり，それを反映して輸入超過基調となっ
ている（図表12）。しかし，1996年から2003年までのような輸出超過の時期もあった。国内で豊作が続き，
図表11： 穀物の単収上位国と中国の比較（2010年）
（資料）国際連合食糧農業機関（FAO）FAOSTATより作成。
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在庫が増加したためである。特に，2002と2003年は，国内の食糧生産が低迷したにもかかわらず，輸出
超過であったことが興味深い。その背景に供給過剰と大量在庫の存在，国内外価格の変化，政府の輸出
促進策，優良品種の普及などによる輸入代替効果があったと指摘されている（王，2006，pp.95⊖98）。
　作物別の需給を見ると，米は「豊時平，欠時緊」（豊作のとき需給が均衡状態にあり，不作になれば
直ちに需給逼迫）と言われるほど常に緊張状態にある。そのため，政府は1980年代半ば以降，収支バラ
図表12：主要穀物（三大穀物と大豆）の輸出入量の推移
（資料）中国国家統計局『2016中国統計年鑑』より作成。
図表13：作物別の輸出入量の推移
（資料）中国国家統計局『2016中国統計年鑑』より作成。
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ンスの考慮から国際価格が割安の小麦を輸入し，国内で不足がちにもかかわらず国際価格の高い米やト
ウモロコシなどを輸出するという政策を実施していた。さらに，近年においては小麦の輸入をさらに拡
大するとともに，米の輸出を1998年の最高時375万tから2015年の29万tに減らし，輸入を24万tから338万
tへと拡大してきている（図表13）。
　また，トウモロコシは，1984年以前には輸入超過であったが，それ以後，輸出超過と輸入超過を繰り
返している。1995年に国内，とりわけ南方地域おける飼料用トウモロコシ不足が顕在化したため，政府
は緊急輸入と輸出禁止などの措置を発動した結果，同年には508万tの純輸入となった。その後，国内の
需給逼迫が緩和されたことから輸出が再開され，さらに拡大傾向を辿っていった。しかし，近年におい
て需給逼迫が再燃し，トウモロコシの輸出は2003年の1640万tであったのが，2013年以後数万tにまで減
少した。米とトウモロコシは，今後さらに輸出余力が不足し，輸入拡大を余儀なくされるものと思われる。
　最後に，大豆についてみると，中国はかつて世界の主要な輸出国であり，世界第４位を誇る生産国（2011
年）であった。しかし，1980年以後一貫して輸入超過となり，特に1990年代以降，輸入拡大が一気に進
んで，食糧全体の輸入拡大の主因となってきた。2015年には大豆の輸入量は8169万t，世界の大豆輸入
全体の６割を占めるようになっている。大豆輸入の拡大要因は，まず，WTO加盟申請プロセスにおけ
る輸入関税の引き下げにある。1995年には大豆は３％，大豆粕は５％にそれぞれ引き下げられた。次に，
消費面において所得上昇に伴い食用油の消費が急速に拡大していることがある。2014年の一人当たりの
植物油消費量は，都市住民が10.8kg，農村住民が12.7kgであり，それぞれ1995年の7.1kg，4.3kgからの大
幅な増加となった。
　他方，生産面では，大豆需要が急増するにもかかわらず，生産量は伸び悩み，1990年代半ば以後1500
万t前後で推移しており，直近の2013年には1200万tしかなく，2004年の1740万tから30％減少している（中
国食糧情報センター）。大豆生産の相対価格と相対収益性の低下でトウモロコシ，野菜，果物，茶葉な
ど他の競合作物へ転作していることが背景にある。大豆の作付面積は2013年には680万haであり，これ
も2004年の960万haから30％減となった。さらに，内外の価格差は国内の大豆業者を苦しめている。例
えば，2015年には，大豆は世界的な豊作を背景に11月末の国際価格が前年同期比で13.1％下落した。中
国における３等大豆の輸入価格は，19.8％値下がりしたと伝えられている（中国『毎日経済新聞』2016
年１月５日）。
食糧の需給均衡と自給率
　食糧の自給率（国内需要量に対する生産量の比率）は，一国の食糧需給にどの程度のギャップが存在し，
そのためにどの規模の貿易（輸入または輸出）が発生しているか，またその貿易量が国際穀物市場に与
えるインパクトはどれぐらい重大なものであるかに思いを巡らすうえで，一つのパラメータとなる。中
国における三大穀物の米，小麦とトウモロコシの自給率は，近年においていずれも100％を超えている
（図表14）。しかし，大豆の自給率はわずか10％程度である。食糧に関して，安全保障，戦争・災害・飢
饒等，不測の事態に備えるため一定量の備蓄が必要だとされている。1974年の国連食糧農業機関（Food 
and Agriculture Organization: FAO）による安全在庫基準（食料安全保障に必要な最低水準）では，穀物
全体で17 〜 18％，米は14 〜 15％，小麦は25 〜 26％，トウモロコシなど粗粒穀物は15％と定められて
いる。このFAOの基準に基づいた安全在庫需要を必要な需要として国内需要に計上すると，中国の米と
小麦の自給率は実はそれぞれ約93％，85％（いずれも2014 〜 2016年平均）にとどまっている。
　さらに，近年における生産拡大の中で輸入拡大が続いた結果，期末在庫が増加する，いわゆる「三高」（生
産，輸入，在庫の３つの高水準）の問題が発生している。中国の三大穀物の期末在庫率は，FAOの基準
を大幅に上回っている。過剰とも言える高い在庫水準は，財政負担，倉庫不足などをもたらしている。
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５―２　国際穀物市場と中国：「だれが中国を養うのか」再び
　中国の食糧需給は国内問題だけにとどまらない。世界一の食糧消費大国に需給ギャップが発生した場
合，国際穀物市場に大きな影響を与えるからである。このことを「だれが中国を養うのか」というショッ
キングなモチーフで世界に警鐘を鳴らしたのがアメリカのブラウンである（Brown, 1994）。同氏は1990
年代半ば頃に発表した一連の論文の中で，将来中国の耕地が減少することを前提に，急速な経済成長が
続いた場合，中国の穀物生産量は，1990年の３億2900万tから2030年までに少なくとも５分の１減少す
るとしている。2030年には中国の穀物生産と需要の間に２億700 〜３億7000万tの不足というギャップが
発生し，その不足分を輸入により海外から調達せざるを得ないため，国際穀物市場に深刻な影響を与え
るという「中国食糧脅威論」を主張している。ブラウンの警告は，世界中で中国の食糧問題を巡る議論
を巻き起こした。
　それから20年余り経った今，中国はもとより世界的に見ても食糧危機は起きていない。しかし，中国
の食糧輸入は着実に拡大している。このことを背景に2011年頃以降，ブラウンによる「中国食糧脅威論」
が再び登場した。過耕作と過放牧による巨大な黄塵地帯の形成，過剰揚水による地下水面の低下と井戸
の枯渇，住宅や産業施設の建設，急増する車のための舗装による耕作地の減少，農業労働力の供給縮小
による労働集約型の二毛作における潜在能力の低下，これらのすべての要素が重なりあい，中国の食料
供給は厳しくなってきており，まもなく穀物の大量輸入のために世界市場へ目を向けるとしている。そ
して，中国は大量の穀物を輸入するために必然的に穀物輸出量では世界ダントツの米国に完全に頼るこ
とになり，そのため米国の消費者は中国の消費者と，米国で収穫された穀物を巡って競うことになり，
食料価格は跳ね上がるという米中にとってともに最悪の悪夢（worst nightmare）になると，ブラウンは
再び警告し，「米国は中国を養えるか」（Can the United States Feed China?）というアメリカ人の不安と不
満をにじませている（Brown, 2011）。
　また，中国の穀物消費の増加要因は，中国人の食生活水準が向上し，より多くの穀物が飼料として肉
や牛乳，卵を生み出すために消費されていることにあるとしたうえで，中国人一人当たりの食肉全体の
消費量は年間合計54kg程度で，米国の約107kgの半分にすぎず，中国人が米国人と同量の肉を消費する
には，食肉の供給量を年間約8000万tから１億6000万tへとほぼ倍増させる必要があるとしている。そう
なると，少なくとも２億4000万tの飼料用穀物が必要になると，ブラウンは述べている（Brown, 2014）。
そして，中国が膨大な量の穀物を国外に求めようと方針を変えた今，世界の人々は自分たちが食糧問題
で窮地に立たされていることを認識せざるを得なくなり，「世界は中国を養えるか」（Can the World Feed 
China?）と，さらに声高に訴えて危機感を募らせている。
　2011年以後再燃した中国食糧脅威論の火種が食糧の輸入拡大である。特に上述のような2013年以降連
続している食糧の輸入拡大を考えれば，ブラウンの危機感にも頷けるものがある。食糧の輸入拡大の要
因を巡っては様々な議論が繰り広げられている。ブラウンは，中国人の食生活水準が向上し，穀物消費
が増加しているが，それは自給自足の方針を放棄したからだとしている。しかし，中国側では，穀物の
輸入増加の原因は国内の供給不足ではなく，国際穀物市場価格が中国国内より低いことや国内の消費
ニーズが多様化したためだと反論している（people. cn, 2014）。
　また，食糧の輸入拡大の背景には，食糧のみならず中国の貿易全体における対欧米の黒字，およびそ
れによりもたらされた貿易摩擦があるとも指摘されている。農産物の貿易収支を見れば分かるように，
2004年から赤字が恒常化しており，中国は食糧の純輸出国から純輸入国へと転じたのもこの年であった。
農産物，特に大豆の輸入拡大は，欧米との貿易摩擦を少しでも緩和したいという中国政府の思惑が見え
隠れしている。
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６　中国の食糧安全保障政策の転換－むすびに代えて
国内自給の基本原則
　1994年のブラウンの論文で沸き返るような騒ぎになった中国では，学者，政府系シンクタンクなどに
よる反論が相次いだ。1996年には，政府白書「中国の食糧問題」が公表されると同時に，食糧自給率を
95％とする方針が打ち出された。白書では，2030年に人口が16億人，食糧需要量が６億4000万tと想定し，
こうした需要を満たすために，2010年以降は0.7％のペースで増加させ，不足分を輸入で賄うとされて
いる（中国国務院，1996）。この目標伸び率で食糧生産量を試算すると2030年に約６億2800万tとなる。
つまり，2030年には不足する食糧の量は約1200万tにとどまり，食糧の国内自給が基本的に確保される
ことになる。「中国人民が自分を養うことができるだけでなく，生活水準をますます向上させることが
できる。中国は世界の食糧安全に脅威を与えないだけでなく，世界の食糧発展に対してさらなる貢献が
できる」と，白書では国際社会に宣言している。
食糧の安定生産政策
　その後，政府は多大な努力を払い，食糧の自給目標を維持しようとした。1995年初め頃から「省長食
糧責任制」（省長「米袋子」責任制）が実施された。「省長食糧責任制」の内容は各地方（省・自治区）
の首長に食糧生産の確保に関して次の責任を負わせるものである。①食糧作付面積の確保，単位収量の
向上，地域内の食糧総量の増産に努める。②政府の買付計画と備蓄計画および各地方の買付計画を実施
し，販売用食糧の70 〜 80％を確保する。③地方食糧備蓄とリスク基金制度を整備し，地域内の食糧需
給を効果的にコントロールできる政策措置を制定する。④主要産地では，政府の計画を遂行し，食糧の
商品率を高める一方，不足地域では，食糧の移入・輸入計画を確実に実施しながら，食糧の自給率を高
め，食糧の十分な供給と価格の安定を図る。省長食糧責任制では，たとえ他の行政上の業績が良好でも
所管地域の食糧生産目標が達成できなければその責任を問うという厳しい条項が盛り込まれた。
　また，1996年に政府は，豊作が続く中懸念される売れ残りを解消するために，農家が販売を希望すれ
ばすべてを買い上げるという方針を打ち出すとともに，各地方では食糧買付に対する補助金の交付，政
府への食糧販売量に応じて化学肥料の割安供与制を実施した。
　さらに，2000年に入ってから長年にわたる深刻化を増す三農問題を解決するため，農政の戦略的重点
対象を狭義の農業・食糧重視という方針から，より広く貧困撲滅と農村開発を重視する方針へと転換し
た。2002年には「多予，少取，放活」（多く与え，少なく取り，自由化する）という農家収入の向上に
関する基本方針を打ち出した４。さらに，2003年に発足した胡錦濤・温家宝指導部は，2004年から三農
問題を「中央一号文件」（中央第１号文書）に盛り込むなど農民の所得向上を中心に農村，農業政策に
本腰を入れ始めた。2003年に「税費改革」（地方政府が徴収する各種費用を農業税に一本化する）を全
国で実施し，2005年には農業税条例の廃止を決定した。また，三農問題の解決策として，農業への財政
支援を拡大させた。2013年に発足した習近平・李克強指導部も三農問題を最重要な政策課題とする中央
一号文件を出し続け，積極的な姿勢を示している５。
４　「多予，少取，放活」は当初農民の所得向上に関して「農民に多く与え，農民から少なく取り，農民を自由にさせる」
と解釈されていたが，のちに三農問題の解決策として，「農業へ多く投入し，農民から少なく徴収し，農村地域を活性化
する」や「農業を強め，農民を豊かに，農村に恵みをもたらす」などとより広く捉えられるようになっている。
５　中央一号文件とは，共産党指導部が毎年出す公文書（通達）の第１号のことであり，一年間において取り組むべき最重
要な政策や方針を示す重みをもつ文書である。農村改革の最中の1982年から1986年まで５年連続して農村，農業，農家
問題を重視する一号文件が打ち出されていた。三農問題が主要課題となった中央一号文件は，2004年から出し続けられ，
2016年で13年連続となる。
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食糧安全保障政策の転換
　以上で見たように，政府は多大の努力を払ってきたにもかかわらず，食糧の輸入が拡大する一方であ
る。2013年には，中国はそれまでの「95％の自給率」の方針をようやく転換させた。2013年12月に開か
れた中央経済工作会議では，食糧の安全保障について「国内に立脚し，生産能力を確保し，適度に輸入
し，科学技術を支えとする食糧安全保障戦略を実行すべき」という方針を示した。
　新しい方針では，食糧の供給手段としてこれまで忌避してきた「輸入」という言葉をあえて盛り込ん
だ。中国のいわゆる「適度」は，国際穀物市場にとって「過度」になる大問題であり，中国の食糧輸入
拡大に対する警戒感が一層強まっている。しかし，中国政府は，食糧の基本的な自給を安全保障戦略と
する立場を崩しておらず，国内における食糧の安定生産が確保できるとして，あくまで「中国が中国人
を養う能力あり」と主張している（people. cn, 2014）。その根拠として，三農問題を重視し地方政府と
連携して農業生産を保護奨励する政策を実行すること，農業の技術進歩を図ること，農業インフラを整
備することという三本柱と，耕地面積の最低ラインを死守し永続保護農地を指定することが挙げられて
いる。
　「だれが中国を養うのか」という問いに対して，「米国（または世界）は中国を養えるか」と「中国は
自分を養えるか」，という中で答えを求めると，後者しかない。中国が自分を養うためには，上述の政
府の農業，食糧政策の実行と有効性が成否のカギを握っていることは言うまでもない。
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